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平成27年度沖縄県健全化判断比率審査意見書

１ 審査の対象

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）第３条第１項の規

定により、平成28年８月１日付け総財第264号をもって審査に付された平成27年度実質

赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率（以下「健全化判断比

率」という。）並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類を審査した。

２ 審査の概要

審査に当たっては、健全化判断比率の算定が、関係法令に沿って正確に行われている

か、また、その算定の基礎となる事項を記載した書類が、適正に作成されているかを主

眼として実施した。

３ 審査の結果

審査に付された次の健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類

は、いずれも正確に算定し、適正に作成されているものと認められた。

健全化判断比率

平成27年度 平成26年度 比 較 早 期 健 全 財政再生
(％) (％) 増減(△) 化基準(％) 基準(％)

①実 質 赤 字 比 率 － － － 3.75 5

②連結実質赤字比率 － － － 8.75 15

③実質公債費比率 11.4 12.2 △0.8 25 35

④将 来 負 担 比 率 50.8 57.2 △6.4 400

（注）実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、実質赤字額及び連結実質赤字額が生じていない
ため「－」で表示している。

４ 審査の意見

実質赤字額及び連結実質赤字額は生じていないため、実質赤字比率及び連結実質赤字

比率は算定されない。

実質公債費比率は11.4％で、前年度に比べ0.8ポイント改善しており、早期健全化基

準である25％を下回っている。

将来負担比率は50.8％で、前年度に比べ6.4ポイント改善しており、早期健全化基準

である400％を下回っている。

しかしながら、一般会計等の県債残高は、前年度に比べ88億4,742万円減少し、6,629

億7,939万円となっているものの、依然として多額であり、今後の県債の発行にあたっ

ては、将来の財政負担を十分考慮のうえ、慎重に対応していただきたい。
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健全化判断比率の概要

財政健全化法においては、地方公共団体（都道府県、市町村及び特別区）の財政状況

を客観的に表し、財政の早期健全化や再生の必要性を判断するためのものとして、以下

の４つの財政指標を「健全化判断比率」として定めている。

この健全化判断比率のいずれかが一定基準以上となった場合は、財政健全化計画又は

財政再生計画を策定し、財政の健全化を図らねばならない。

１ 実質赤字比率の状況

(1) 実質赤字比率とは

地方公共団体の最も主要な会計である「一般会計等」に生じている赤字の大きさを、
その地方公共団体の財政規模に対する割合で表したものである。

(2) 算定式

実質赤字比率の算定式は次のとおりである。

一般会計等の実質赤字額 （－）
実質赤字比率＝ ＝

標準財政規模 （369,063,572千円）

(3) 一般会計等の実質収支

一般会計等に含まれる各会計の実質収支額の合計が赤字の場合は、その赤字額が実
質赤字額となるが、各会計の実質収支額は次表のとおりで、その合計額は赤字になっ
ていない。

一般会計等に含まれる各会計の実質収支額の合計は5,414,185千円の黒字で、前年
度と比較すると、456,301千円増加(増加率9.2％)している。

(4) 算定結果

実質赤字比率は、実質赤字がないため、前年度と同様、算定されない。

平成27年度 平成26年度 比較増減(△)

－ － －

（千円）

会　　計　　名 平成27年度 平成26年度 比較増減(△)

一 般 会 計 74,953,811 74,848,663 105,148

沖 縄 県 農 業 改 良 資 金 特 別 会 計 242,380 63,479 178,901

沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計 60,836 50,000 10,836

沖 縄 県 中 小 企 業 振 興 資 金 特 別 会 計 738,419 537,062 201,357

沖 縄 県 下 地 島 空 港 特 別 会 計 △ 358,164 △ 82,184 △ 275,980

沖縄県母子父子寡婦福祉資金特別会計 △ 1,418 △ 2,549 1,131

沖縄県所有者不明土地管理特別会計 137,707 135,140 2,567

沖 縄 県 沿 岸 漁 業 改 善 資 金 特 別 会 計 570,575 699,100 △ 128,525

沖 縄 県 林 業 改 善 資 金 特 別 会 計 67,227 53,968 13,259

沖 縄 県 産 業 振 興 基 金 特 別 会 計 42,215 47,464 △ 5,249

沖 縄 県 公 債 管 理 特 別 会 計 △ 71,039,403 △ 71,392,259 352,856

合　　　　計 5,414,185 4,957,884 456,301

(注)・実質赤字比率は、一般会計等の相互間の重複額を控除した純計による歳入及び歳出を
      基に算定する。
    ・健全化判断比率の算定で用いられている実質収支額は、事業繰越額を考慮したもの。
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２ 連結実質赤字比率の状況

(1) 連結実質赤字比率とは

公立病院や下水道など公営企業を含む「地方公共団体の全会計」に生じている赤字
の大きさを、財政規模に対する割合で表したものである。

(2) 算定式

連結実質赤字比率の算定式は、次のとおりである。

連結実質赤字額 （－）
連結実質赤字比率＝ ＝

標準財政規模 （369,063,572千円）

(3) 実質収支額及び資金不足額・資金剰余額

一般会計等の実質収支額と公営事業に係る特別会計の資金不足額・資金剰余額を
合計した額が赤字の場合は、その赤字額が連結実質赤字額となるが、この実質収支額
及び資金不足額・資金剰余額は、次表のとおりで、その合計額は赤字になっていない。

実質収支額及び資金不足額・資金剰余額を合計した額は40,656,811千円の黒字で、
前年度と比較すると、197,597千円減少（減少率0.5％）している。

(4) 算定結果

連結実質赤字比率は、連結実質赤字がないため、前年度と同様、算定されない。

平成27年度 平成26年度 比較増減(△)

－ － －

（千円）

平成27年度 平成26年度 比較増減（△）

5,414,185 4,957,884 456,301

沖 縄 県 駐 車 場 事 業 特 別 会 計 15 17 △ 2

沖 縄 県 水 道 事 業 会 計 12,894,884 13,504,768 △ 609,884

沖 縄 県 工 業 用 水 道 事 業 会 計 647,904 722,862 △ 74,958

沖 縄 県 病 院 事 業 会 計 14,444,488 14,593,401 △ 148,913

沖 縄 県 下 水 道 事 業 特 別 会 計 884,488 752,157 132,331

沖 縄 県 国 際 物 流 拠 点 産 業 集 積 地 域
那 覇 地 区 特 別 会 計 38,441 1,379 37,062

沖 縄 県 中 央 卸 売 市 場 事 業 特 別 会 計 14,570 86 14,484

沖 縄 県 宜 野 湾 港 整 備 事 業 特 別 会 計 65,652 51,746 13,906

沖 縄 県 中 城 湾 港 （ 新 港 地 区 ）
整 備 事 業 特 別 会 計 48,082 46,504 1,578

沖 縄 県 中 城 湾 港 （ 新 港 地 区 ） 臨 海 部
土 地 造 成 事 業 特 別 会 計 6,204,102 6,223,604 △ 19,502

沖 縄 県 中 城 湾 港 （ 泡 瀬 地 区 ） 臨 海 部
土 地 造 成 事 業 特 別 会 計 0 0 0

沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計 0 0 0

40,656,811 40,854,408 △ 197,597
(注) 公営事業のうち宅地造成事業の「沖縄県中城湾港(泡瀬地区)臨海部土地造成事業特別会計」及び

「沖縄県中城湾港マリン･タウン特別会計」で資金剰余額が生じる場合、地方債残高及び他会計
長期借入金が資金剰余額を上回る場合には、資金剰余額は０となる。

公
営
事
業
の
資
金
不
足
額
（

△
）

・
資
金
剰
余
額

会　　計　　名

一 般 会 計 等 の 実 質 収 支 額

合　　　　計
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３ 実質公債費比率の状況

(1) 実質公債費比率とは

地方公共団体の借入金（地方債）の返済額（公債費）の大きさを、その地方公共団
体の財政規模に対する割合で表したものである。

(2) 算定式等

実質公債費比率の算定式は次のとおりで、この式に基づき算定した前３か年の比率
を平均したものが当年度の実質公債費比率である。

（地方債の元利償還金）+（準元利償還金）
－（特定財源+元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額

実質公債費比率 算入額）
(単年度) ＝

（標準財政規模）
－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

実質公債費比率 H27 H26 H25
（３か年平均） ＝ （9.37061＋10.59214＋14.48848）／3＝11.4％

この算定式に基づき計算された分母及び分子の額、単年度の比率並びに実質公債費
比率は、次のとおりである。

(3) 算定結果
平成27年度の実質公債費比率は、平成27年度、平成26年度及び平成25年度の単年度

の比率を平均した結果11.4％となり、前年度より0.8ポイント改善している。

平成27年度 平成26年度 比較増減(△)

11.4％ 12.2％ △0.8

（千円）

平成27年度 平成26年度 平成25年度 平成24年度

30,837,615 33,799,574 46,017,978 37,647,636

329,088,724 319,100,585 317,617,638 322,612,598

9.37061% 10.59214% 14.48848% 11.66961%

平成27年度

平成26年度

(注)単年度の比率は小数点第５まで算出し、３か年平均の比率は小数点第２以下を切り捨てる。

区　　　分

実質公債
費比率

（３か年平均）  11.4％

（３か年平均）　12.2％

分　子　Ａ

分　母　Ｂ

単年度の比率（Ａ／Ｂ）
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(4) 前年度との比較

実質公債費比率（単年度）を前年度と比較すると、｢地方債の元利償還金」が減少
し、「災害復旧費等に係る基準財政需要額」が増加したことにより分子の額が減少し
た。

その結果、前年度と比較して約1.2ポイント低くなっている。

（分母） （千円）

平成27年度 平成26年度 比較増減(△)

369,063,572 357,162,806 11,900,766

131,509,497 115,728,862 15,780,635

203,368,442 202,455,260 913,182

34,185,633 38,978,684 △ 4,793,051

元利償還金・準元利
償還金に係る基準財
政需要額算入額

39,974,848 38,062,221 1,912,627

329,088,724 319,100,585 9,988,139

標 準 財 政 規 模

分　母　の　額

区　　分

標準財政規模か
ら差引くもの

標 準 税 収 入 額 等

普 通 交 付 税 額

臨時財政対策債発行可能額

（分子） （千円）

平成27年度 平成26年度 比較増減（△）

69,922,176 71,970,751 △ 2,048,575

5,013,023 4,675,323 337,700

4,073,305 3,701,320 371,985

598,280 584,474 13,806

301,663 354,236 △ 52,573

39,775 35,293 4,482

74,935,199 76,646,074 △ 1,710,875

4,122,736 4,784,279 △ 661,543

39,974,848 38,062,221 1,912,627

3,321,662 3,375,272 △ 53,610

915,398 991,445 △ 76,047

34,598,877 32,564,394 2,034,483

246,535 256,701 △ 10,166

892,376 874,409 17,967

44,097,584 42,846,500 1,251,084

30,837,615 33,799,574 △ 2,961,959

一時借入金の利子

特 定 財 源

計

区 分

地 方 債 の 元 利 償 還 金

準 元 利 償 還 金

公営企業に要する経費の財源とする地
方債の償還の財源に充てたと認められ
る繰入金

一部事務組合等の起こした地方債に充
てたと認められる補助金又は負担金

公債費に準ずる債務負担行為に係るもの

分　子　の　額

元 利 償 還 金 ・ 準 元 利 償 還 金 に 係 る
基 準 財 政 需 要 額 算 入 額

事業費補正により基準財政需要額に算
入された公債費

地
方
債
の
元
利
償
還
金
及
び

準
元
利
償
還
金

地
方
債
の
元
利
償
還
金
及
び
準
元
利
償
還
金

か
ら
差
引
く
も
の

計

事業費補正により基準財政需要額に算
入された公債費（準元利償還金に係る
ものに限る。）

災害復旧費等に係る基準財政需要額

災害復旧費等に係る基準財政需要額
（準元利償還金に係るものに限る。）

密度補正により基準財政需要額に算入
された準元利償還金（地方債の元利償
還額を基礎として算入されたものに限
る。）
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４ 将来負担比率の状況

(1) 将来負担比率とは

地方公共団体の借入金（地方債）など現在抱えている負債の大きさを、その地方公
共団体の財政規模に対する割合で表したものである。

(2) 算定式

将来負担比率の算定式は、次のとおりである。

（将来負担額） －（充当可能財源等）
846,707,243千円 － 679,359,130千円

将来負担比率＝ ＝ 50.8％
（標準財政規模）
－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）
369,063,572千円 － 39,974,848千円

(注)将来負担比率については、小数点第２以下は切り捨てる。

この算定式に基づき計算された分母及び分子の額は、次のとおりである。

(3) 算定結果
将来負担比率は50.8％で、前年度の57.2％と比較して6.4ポイント低くなっている。

平成27年度 平成26年度 比較増減(△)

50.8％ 57.2％ △6.4

（千円）

区　分 平成27年度 平成26年度 比較増減（△）

分　子 167,348,113 182,688,099 △ 15,339,986

分　母 329,088,724 319,100,585 9,988,139
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(4) 前年度との比較

将来負担比率を前年度と比較すると、「地方債の現在高」が減少し、「基準財政需
要額算入見込額」が増加したことにより分子の額が減少した。

その結果、前年度と比較して6.4ポイント低くなっている。

（分子） （千円）

平成27年度 平成26年度 比較増減(△)

662,979,388 671,826,812 △ 8,847,424

1,124,885 1,520,562 △ 395,677

39,006,199 36,933,714 2,072,485

5,222,359 5,620,528 △ 398,169

137,928,196 137,336,125 592,071

446,216 441,842 4,374

0 0 0

0 0 0

846,707,243 853,679,583 △ 6,972,340

99,082,184 98,062,049 1,020,135

25,699,614 28,686,884 △ 2,987,270

554,577,332 544,242,551 10,334,781

679,359,130 670,991,484 8,367,646

167,348,113 182,688,099 △ 15,339,986

債務負担行為に基づく
支 出 予 定 額

退 職 手 当 負 担 見 込 額

分　子　の　額

充
当
可
能
財
源
等

充 当 可 能 基 金

充 当 可 能 特 定 歳 入

基 準 財 政 需 要 額
算 入 見 込 額

計

区　　　　分

組 合 連 結 実 質 赤 字 額
負 担 見 込 額

計

将
　
　
来
　
　
負
　
　
担
　
　
額

設立法人の負債額等負担
見 込 額

公営企業債等繰入見込額

組 合 負 担 等 見 込 額

連 結 実 質 赤 字 額

地 方 債 の 現 在 高

（分母） （千円）

平成27年度 平成26年度 比較増減(△)

369,063,572 357,162,806 11,900,766

131,509,497 115,728,862 15,780,635

203,368,442 202,455,260 913,182

34,185,633 38,978,684 △ 4,793,051

元利償還金・準元利
償還金に係る基準財
政需要額算入額

39,974,848 38,062,221 1,912,627

329,088,724 319,100,585 9,988,139

標 準 財 政 規 模

分　母　の　額

区　　分

標準財政規模か
ら差引くもの

標 準 税 収 入 額 等

普 通 交 付 税 額

臨時財政対策債発行可能額
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平成27年度沖縄県資金不足比率審査意見書

１ 審査の対象
地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）第22条第１項の規

定により、平成28年８月１日付け総財第264号をもって審査に付された平成27年度資金
不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類を審査した。

２ 審査の概要
審査に当たっては、資金不足比率の算定が、関係法令に沿って正確に行われているか、

また、その算定の基礎となる事項を記載した書類が、適正に作成されているかを主眼と
して実施した。

３ 審査の結果
審査に付された次の11公営企業会計に係る資金不足比率及びその算定の基礎となる事

項を記載した書類は、いずれも正確に算定し、適正に作成されているものと認められた。

資金不足比率

会 計 名 平成27年度比率 平成26年度比率
経営健全化
基 準 (％)

①沖 縄 県 水 道 事 業 会 計 － － 20.0

②沖縄県工業用水道事業会計 － － 20.0

③沖 縄 県 病 院 事 業 会 計 － － 20.0

④沖縄県下水道事業特別会計 － － 20.0

⑤沖縄県国際物流拠点産業集積 － － 20.0
地域那覇地区特別会計

⑥沖縄県中央卸売市場事業 － － 20.0
特別会計

⑦沖縄県宜野湾港整備事業 － － 20.0
特別会計

⑧沖縄県中城湾港（新港地区） － － 20.0整備事業特別会計

⑨沖縄県中城湾港（新港地区） － － 20.0
臨海部土地造成事業特別会計

⑩沖縄県中城湾港（泡瀬地区） － － 20.0
臨海部土地造成事業特別会計

⑪沖縄県中城湾港マリン・タウン － － 20.0
特別会計

（注）資金不足額が生じていないため、「－」で表示している。

４ 審査の意見
審査した上記11公営企業会計に係る資金不足比率は、資金不足額が生じていないため

算定されない。
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資金不足比率の概要

１ 資金不足比率の状況

(1) 資金不足比率とは

資金不足比率は、公立病院や下水道などの公営企業の資金不足を、公営企業の事業
規模である料金収入の規模と比較して指標化し、経営状態の悪化の度合いを示すもの
である。

公営企業は必要な費用を自身の料金収入によって賄わなければならないため（独立
採算の原則）、公営企業会計の赤字や借金が大きくなって一般会計に大きな影響を及
ぼさないよう、個々の収支（企業の経営状況）を事前に確認する必要がある。

資金不足比率が経営健全化基準以上となった場合には、経営健全化計画を定めなけ
ればならない。

(2) 算定式

資金不足比率の算定式は、次のとおりである。

資金の不足額
資金不足比率 ＝

事業の規模

(3) 算定結果
資金不足比率は、各会計とも資金の不足額がないため、前年度と同様、算定されな

い。
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（参考）１ 用語の説明

用 語 説 明

一 般 会 計 等 地方公共団体財政健全化法における実質赤字比率の対象となる会
計で、地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもの。

当該年度に属すべき収入と支出との実質的な差額をみるもので、
実 質 収 支 形式収支から、翌年度に繰り越すべき継続費逓次繰越や繰越明許費

繰越等の財源を控除した額。
通常「黒字団体」、「赤字団体」という場合は、実質収支の黒字、

赤字により判断する。

地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一
標 準 財 政 規 模 般財源の規模を示すもので、標準税収入額等に普通交付税を加算し

た額。

公 営 企 業 公営企業とは地方公共団体が経営する企業であり、法適用企業と
法非適用企業に分類される。地方公共団体財政健全化法においては、
地方公営企業法の全部又は一部を適用している事業を法適用企業、
地方財政法第６条の規定により特別会計を設けて事業の経理を行っ
ている公営企業であって法適用企業以外のものを法非適用企業と定
義している。

（法適用企業） 法適用企業には、地方公営企業法の全部を適用することが法律で
定められている上水道、工業用水道、軌道、鉄道、自動車運送、電
気（水力発電等）、ガスの７事業、法律により財務規定等を適用す
るように定められている病院事業（以上、当然適用事業）、及び条
例で地方公営企業法の全部又は財務規定等を任意で適用する事業
（任意適用事業）がある。

（法非適用企業） 法非適用事業には、下水道事業、宅地造成事業、観光施設事業等
（それぞれ地方公営企業法を任意適用していないものに限る。）が
ある。

公営企業の経理は特別会計を設けて行うこととされており、その
特別会計を公営企業会計という。

法適用企業の公営企業会計は、企業会計方式により経理が行われ、
法非適用企業は、一般会計と同様、地方自治法に基づく財務処理が
行われる。

資 金 の 不 足 額 公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもので、法適用企業
については流動負債の額から流動資産の額を控除した額を基本とし
て、法非適用企業については一般会計等の実質赤字額と同様に算定
した額を基本とする。

早期健全化基準 地方公共団体が、財政収支が不均衡な状況その他の財政状況が悪
化した状況において、自主的かつ計画的にその財政の健全化を図る
べき基準として、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比
率及び将来負担比率のそれぞれについて定められた数値。

財 政 再 生 基 準 地方公共団体が、財政収支の著しい不均衡その他の財政状況の著
しい悪化により自主的な財政の健全化を図ることが困難な状況にお
いて、計画的にその財政の健全化を図るべき基準として、実質赤字
比率、連結実質赤字比率及び実質公債費比率のそれぞれについて、
早期健全化基準を超えるものとして定められた数値。

経営健全化基準 地方公共団体が、自主的かつ計画的に公営企業の経営の健全化を
図るべき基準として、資金不足比率について定められた数値。
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（参考）２　比率算定の対象となる範囲

沖 縄 県 農 業 改 良 資 金 特 別 会 計

沖 縄 県 小 規 模 企 業 者 等
設 備 導 入 資 金 特 別 会 計

沖縄県中小企業振興資金特別会計

沖 縄 県 下 地 島 空 港 特 別 会 計

沖縄県母子父子寡婦福祉資金特別会計

沖 縄 県 所 有 者 不 明
土 地 管 理 特 別 会 計

沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計

沖 縄 県 林 業 改 善 資 金 特 別 会 計

沖 縄 県 産 業 振 興 基 金 特 別 会 計

沖 縄 県 公 債 管 理 特 別 会 計

沖 縄 県 駐 車 場 事 業 特 別 会 計

沖 縄 県 水 道 事 業 会 計

沖 縄 県 工 業 用 水 道 事 業 会 計

沖 縄 県 病 院 事 業 会 計

沖 縄 県 下 水 道 事 業 特 別 会 計

沖縄県国際物流拠点産業集積地域
那 覇 地 区 特 別 会 計

沖縄県中央卸売市場事業特別会計

沖縄県宜野湾港整備事業特別会計

沖 縄 県 中 城 湾 港 （ 新 港 地 区 ）
整 備 事 業 特 別 会 計
沖 縄 県 中 城 湾 港 （ 新 港 地 区 ）
臨 海 部 土 地 造 成 事 業 特 別 会 計
沖 縄 県 中 城 湾 港 （ 泡 瀬 地 区 ）
臨 海 部 土 地 造 成 事 業 特 別 会 計
沖 縄 県 中 城 湾 港 マ リ ン ・ タ ウ ン
特 別 会 計

沖 縄 県 離 島 医 療 組 合

那 覇 港 管 理 組 合

沖 縄 県 土 地 開 発 公 社

沖 縄 県 産 業 振 興 公 社

沖 縄 県 信 用 保 証 協 会

沖 縄 県 農 業 開 発 公 社

八 重 山 漁 業 協 同 組 合

宮 古 島 漁 業 協 同 組 合

一 部 事 務 組 合

一般会計等
に属する特
別会計

一般会計等以外
の特別会計のう
ち公営企業に係
る特別会計以外
の 会 計

宅
地
造
成
事
業

宅
地
造
成
事
業
以
外

法
非
適
用
（

特
別
会
計
）

地 方 公 社 ・
第三セクター等

一
般
会
計
等

一　　般　　会　　計

公
営
事
業
会
計

公
営
企
業
会
計

法
適
用

実

質

赤

字

比

率 連

結

実

質

赤

字

比

率

実

質
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債

費

比

率

将
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